
 

 
 

  

 
 
 

 

 

 

☑ 雇用保険に加入している 

☑ 環境整備計画書の計画認定を受けていること 

☑ 認定された環境整備計画に基づき、環境整備計画の実施期間内に次の(1)から 

(4)までのいずれかの措置を実施すること 

  (1)新たな事業分野への進出等 

  (2)機械設備、作業方法、作業環境の導入・改善 

  (3)高年齢者の雇用管理制度の導入・見直し 

 ★(4)定年引き上げ等 

☑ 環境整備計画書提出日から起算して 1 年前の日から支給申請日の前日までに 

 高齢法第 8 条および第 9 条を遵守していること 

☑ 支給申請日前日において、1 年以上継続して雇用されている 60 歳以上の雇用 

 保険被保険者が 1 人以上いること 

☑ 高年齢者活用促進措置の実施に必要な許認可を受けていること 

 

 

 

 

 

 

 

 支給対象経費について 

高年齢者活用促進措置の実施に要した経費で、計画実施期間内に着手し、支給申請日までに支払いが完

了しているものに限られます。 
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就業規則または労働協約により、新たに次の(a)から(c)までの措置を実施した場合は

１００万円の費用を要したものとみなされます！ 

(a)70 歳以上への定年引き上げ 

(b)定年の定めの廃止  

(c)65 歳以上への定年引上げ及び希望者全員を 70 歳以上まで雇用する継続雇用制度の導入 
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支支給給対対象象経経費費のの２２／／３３（（大大企企業業はは１１／／２２））  助 成 額 

高齢者を積極的に活用しようとする企業が受給できます。 

たただだしし、、対対象象ととななるる 11 年年以以上上雇雇用用ししてていいるる６６００歳歳以以上上  

 のの雇雇用用保保険険被被保保険険者者 11 人人ににつつきき２２００万万円円がが上上限限  
※※総総額額のの上上限限はは１１００００００万万円円  

 


